
H27 H30

○ 定住自立圏の中心市要件を満たす都市がない圏域（大北・木曽地域）に対して、県独自に支援（H28～）

・人的支援：市町村の広域連携を担当する県職員を現地（大町市、県木曽地域振興局）に配置

・財政支援：市町村が締結した連携協約に基づく取組に対し、県が経費の１／２を交付（R1年度県予算額 37,000千円）

《大北地域》

５市町村で連携協約を締結し「北アルプス連携自立圏」を形成
連携事業（９分野21事業）を実施（H28～）

・成年後見支援センター、消費生活センターの共同運営

・移住相談窓口の連携

・図書館の相互利用 など

H27 H30

３ 自治体間連携の推進について

●行政サービスを効率的かつ効果的に提供するため、自治体間連携を推進

・2040年には、県内58市町村で人口が2015年の８割以下になると見込まれる

・急速に進む人口減少や少子高齢化の中で、市町村の行政サービスを効率的かつ効果的に提供していくため、自治体間の連携が一層重要

・第32次地方制度調査会で、圏域における地方公共団体の協力関係その他の必要な地方行政体制の在り方について調査審議中

・本県においても、市長会、町村会と県が共同で、将来を見据えた行政課題に対応するための自治体の広域連携について議論を開始
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北アルプス連携自立圏連携協約合同調印式
（H28.3.29）

移住セミナーの様子

長野県の状況

３年で約５倍 ３年で約６倍

「北アルプス連携自立圏」の主な成果（大北５市町村まとめ）
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取 組

出典：「平成30年度 北アルプス連携自立圏事業報告書」



■定住自立圏の中心市要件を満たす都市がない圏域においても、持続可能な形で行政サービスを提供するため
に自治体間の連携が重要であるが、連携の取組に対する国の財政支援がない

定住自立圏の中心市要件を満たす都市がない圏域に対する支援の充実

定住自立圏の中心市要件を満たす都市がない圏域において、連携協約を締結して定住の受け皿づくりに取り組む市町村、又は、

当該市町村の取組に対し支援を行う都道府県に対する財政措置を創設すること。

提案・要望

課 題

《木曽地域》

６町村で連携協約を締結し「木曽広域自立圏」を形成

連携事業（10分野25事業）を実施（H30～）

・移住相談窓口の設置、

移住希望者を対象とした魅力体験ツアーの実施

・公共交通の広域路線の共同運行

・都市部の大学と連携したインターンシップの受入れ など
木曽広域自立圏連携協約合同調印式

(H30.3.29)

魅力体験ツアーの様子
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特別交付税による財政措置

・連携中枢都市圏 連携中枢都市（20万人以上）：1.2億円程度、連携市町村：1,500万円

・定住自立圏 中心市（原則5万人以上）：8,500万円程度、近隣市町村：1,500万円


